
1 

１号特定技能外国人支援に係る送迎に係る運用要領の修正、

及び道路運送法の許可又は登録を要しない運送としてのガイドライン登載要望

2024 年 10 月 10 日

出入国在留管理庁

在留管理支援部長 福原 申子 殿

一般社団法人 外国人雇用協議会

代表理事 原 英史

理事兼政策部会副会長 牧 直道

【主旨】

１号特定技能外国人（以下、特定技能外国人）に対する必要な支援については、特定技能基準省令並

びに、出入国在留管理庁より公表されている運用要領別冊『１号特定技能外国人支援に関する運用要

領 -１号特定技能外国人支援計画の基準について』（以下、運用要領）において定められています。

運用要領第 3 条において、『当該外国人が出入国しようとする港又は飛行場において当該外国人の送

迎をすること。』『入国する際については、１号特定技能外国人が上陸の手続を受ける港又は飛行場と

特定技能所属機関の事業所（又は当該外国人の住居）の間の送迎を行うことが求められます。』とあり、

その送迎方法としては、『送迎が安全かつ確実に実施できる方法であれば、車両（社用車や自家用車）

を利用して支援を実施するほか、鉄道やバス・タクシーなどの公共交通機関を利用して実施すること

も可能です。ただし、特定技能所属機関から委託を受けた登録支援機関が、車両（社用車や自家用車）

を利用して送迎を行う場合については、当該登録支援機関が道路運送法上の必要な許可を受けていな

ければ、道路運送法違反となる可能性が高いため、公共交通機関を利用してください。なお、道路運送

法の手続等については、国土交通省にお問合せください。』と規定されています。

当運用規定を要約すると以下になります。

１．送迎範囲は、飛行場及び港から会社の所在地やもしくは住所（居住先）間の送迎

２．特定技能外国人に対して送迎支援を行う際、第一推奨は社用車や自家用車を利用した送迎であ

り第二推奨として公共交通機関を使うことが可能

３．登録支援機関が社用車や自家用車を利用した送迎を行った場合、旅客自動車運用事業に該当す

る可能性が高いため、罰則規定に該当する可能性がある

上記運用要領規定と実運用とは乖離しているため、実運用に即した是正を以下に要望します。

【要望背景】

運用要領規定における実運用上の問題

１．公共交通機関による送迎移動について

特定技能外国人の来日の場合は、数年以上の滞在期間を前提としており、また経済的には裕福で
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 はないため来日後に買い揃えるより、家財道具や衣類等を母国から持ち込むこととなります。また、 

帰国時は、日本で買い揃え増加した家財道具や衣類を母国に持ち帰ろうという意向が働くことや、

母国の家族や友人への土産物等を購入していることから、入国時よりも荷物が増えて帰国するケー

スが多くなります。公共交通機関（例：JR 山手線や在来私鉄等）は、荷物を置くスペースも少なく、

また、通勤や通学のピーク時に重なった場合には乗車すら困難であり、公共鉄道機関による送迎支

援は実用に即していません。【P4_参考資料１：特定技能外国人の出入国時の標準的な手荷物】 

一方、ハイヤーやタクシー等による送迎の場合、その費用は現実的ではないため、旅客自動車運送 

 事業の許可を得ずにレンタカーによる送迎を行い、その費用を支援委託企業に別項目で請求する登 

 録支援機関が少なくない現状（違法運営）。 

       

２．公共交通機関利用による送迎先住居への移動困難について 

送迎先の実態は事業所（勤務先）ではなく、住居への送迎になります。起点となる空港はバス、鉄

道等、何らかの公共交通機関と接続をしていますが、終点となる住居は、駅やバス停から離れた場所

であることが多いです。それは特定技能外国人の住居費用は実費相当額を本人が負担するケースが

多く、母国への仕送りや自身の生活費用の捻出のため、低家賃の住居を希望するためになります。ま

た、特定技能の分野によっては（例：製造業系、建設業、農業、漁業等）、勤務場所自体が公共交通

機関の利用が困難な場所が多く、公共交通機関による送迎支援は支援現場の実態に即していません。 

 

３．レンタカーや社用車及び自家用車による送迎について 

前述１、２の解決には支援受託機関事業者（登録支援機関）がレンタカーや自社社用車や自家用車

を利用した送迎が望ましいが、道路運送法上に抵触することから旅客自動車運用事業許可または登

録が必要になります。しかし、登録支援機関の送迎行為は出入国時の送迎支援であり、1 名の特定技

能外国人につき原則 2 回限り（入国時と帰国時）であり、最大 5 年の期間内における送迎行為にな

ります。更に、特定技能外国人が他の在留資格から変更した場合や、帰国せずに他の在留資格に変更

する場合は当該登録支援機関の支援対象外となるため実態的な送迎回数は、よりその頻度は少なく

なります。 

上記から、登録支援機関による送迎に係る旅客運送は支援義務業務の一つでありながらも、送迎

行為そのものが支援業務の中心ではなく当該送迎行為をもって事業を継続しているものではないた

め、旅客自動車運用事業の許認可を必要とする業種（ハイヤー・タクシー事業、路線バス・高速バ

ス・観光バス・乗合バス事業 等）と経済的に競合しないだけでなく、送迎行為の頻度、密度等から

同事業の審査基準が想定する事業行為ではないと考えます。【P6_参考資料２：法人タクシー事業（一

般乗用旅客自動車運送事業）の許可申請の審査基準について（乗車定員が 10 人以下の自動車を使用

して旅客を運送する事業）】 【P18_参考資料３：一般貸切旅客自動車運送事業の許可及び事業計画

変更認可申請等の審査基準について（旅客自動車運送事業のうち、乗車定員が 11 人以上の自動車を

使用して旅客を運送する事業）】 

同審査基準は旅客自動車運送業を主たる業務として当該業務を相当程度の頻度及び密度で反復継

続して行う事業者を対象と想定されるため、事業の安定性及び利用者の生命安全確保の観点に相応
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の人、設備、資金の要件を設定しているはずで、登録支援機関に対しても同審査基準の営業区域規

制、５両や１０両等の最低車両数の確保及び車庫、休憩仮眠又は睡眠のための施設確保、法人の役員

からの専任の運行管理者、運転者の常時選任等を求めるとなれば、その送迎行為の実体から審査基

準の要求は過大であり、当該コストは支援料金の値上げにつながり、受益者である受入機関が直接

的に、そして当該受入機関に所属する労働者全体が間接的に負担する要因となります。その場合、価

格競争からむしろ違法運営を助長することになりかねません。 

 

【要望】 

① 登録支援機関による特定技能外国人の送迎に係る特定技能運用要領の修正 

下記一文の削除 

『特定技能所属機関から委託を受けた登録支援機関が、車両（社用車や自家用車）を利用して送迎

を行う場合については、当該登録支援機関が道路運送法上の必要な許可を受けていなければ、道

路運送法違反となる可能性が高いため、公共交通機関を利用してください。なお、道路運送法の手

続等については、国土交通省にお問合せください。』 

② 国土交通省が定める道路運送法の許可又は登録を要しない運送に関するガイドラインに登載 

登録支援機関が支援委託企業より実費相当分（レンタカー代、ガソリン代、有料道路使用代、駐車

場代等）の金額を受領できる取り扱い。【P32_参考資料４：他業界のガイドライン事例】 

 

【期待される効果】 

登録支援機関の健全且つ円滑な運営環境整備 

 

 

以上 
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参考資料１：特定技能外国人の出入国時の標準的な手荷物 

 

入国時の手荷物                出国時の手荷物 

 

 

複数人で同時入国時の手荷物 
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  地下鉄移動時の手荷物 
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参考資料２：法人タクシー事業（一般乗用旅客自動車運送事業）の許可申請の審査基準について 
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参考資料３：一般貸切旅客自動車運送事業の許可及び事業計画変更認可申請等の審査基準について 
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参考資料４：他業界のガイドライン事例 
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